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本論文で使用した記号 

φ：ステアリングホイール操作角 [deg.] 

θ：肩関節角度 [deg.] 

ψ：タイヤの転舵角 [deg.] 

a：肩関節から腕の重心までの距離 [m] 

b：肩関節から手首までの距離 [m] 

a’：腕が屈曲した場合のモデルにおける腕の重心までの距離 [m] 

b’：腕が屈曲した場合のモデルにおける肩関節から手首までの距離 [m] 

W：上肢の重量 [N] もしくは [kgf] 

W0：ステアリングホイール反力により手首に加わる力 [N] もしくは [kgf] 

M0：肩関節回りのモーメント [N･m] 

M1：腕が屈曲した場合のモデルにおける肩関節回りのモーメント [N･m] 
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1.1 本研究の背景 

 超小型モビリティの現状 

近年，各自動車メーカーが最大 2 人乗車可能な超小型モビリティを販売し始め，注

目を集めている．超小型モビリティは，軽自動車よりコンパクトで小回りが利き，環

境性能に優れ，近距離の移動手段となることが期待されている．2014 年に国土交通

省自動車局より地域から始める超小型モビリティ導入ガイドブック［1-1］が発表さ

れ，安全性の確保および環境の保全上支障がないことに配慮しつつ，超小型モビリテ

ィの公道走行を可能とする認定制度［1-2］を創設した．その後，超小型モビリティは

2018 年に地方公共団体以外の公道走行申請が可能となり［1-3］，コンビニエンススト

アの配送車両として導入されるなど，利用が拡大している．加えて 2020 年に国土交

通省の車両安全対策検討会が「2 人乗り小型 EV」を「超小型モビリティ」として正

式に軽自動車の一種と区分けした［1-4］．このことから超小型モビリティは普及が急

速に拡大すると予想され，国内販売台数は 2030 年に 1 万台と推定されており，今後

さらに普及が進む見通しである［1-5］． 

超小型モビリティは車幅，ホイールベースも短い車両であるため，狭い道でもスト

レスなく走行することができる．特に近距離移動や駐車スペースでの利便性も非常に

高く，近所への買い物や宅配業者の近距離配送，観光地のカーシェアリングでの利用

も予想されている［1-6］．また，2020 年 3 月に国土交通省より超小型モビリティの導

入事例が発表され，運搬や配送のコスト削減や公共交通の補完，地域の周遊性向上の

手段となると評価されている［1-7］．このため超小型モビリティは従来よりも性別，

年齢，体格など多様な運転者に利用されることが予想され，高齢者の外出機会の増加

や心身的健康増進にも役に立つと報告された［1-8］．さらに，高齢者の外出促進ため

の超小型モビリティに関する研究［1-9］が行われており，高齢者にとって望ましい乗

り物であることも報告されている［1-10］，［1-11］，［1-12］．社会の高齢化の進行と伴

い，超小型モビリティに対する需要がますます増えていくことが予想される． 
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 超小型モビリティの課題 

超小型モビリティは軽量で，小回りが利くという利点があり，カーシェアリングや

宅配，観光促進など，様々な場面で使用されている．特に近距離の移動や駐車場への

出入りなどの場面においては，利便性が非常に高く，従来よりも性別，年齢，体格な

どが多様な運転者が利用すると予想される．超小型モビリティは小型な車体によるメ

リットがある一方，積載重量や空間的な余裕も少なく設計されている．このため，従

来の一般的な車両と比較して以下のような課題がある． 

・ステアリングホイール操作の補助装置が搭載されていない 

従来の一般的な乗用車において，車両のステアリングホイール操作に必要な力を軽

減するパワーステアリングシステムの搭載率はほぼ 100%である［1-13］．しかしなが

ら，車両の寸法規格［1-14］の制限から，現在，市販されているほとんどの超小型モ

ビリティにおいてパワーステアリングシステムなどのステアリングホイール操作時

の補助装置は搭載されていない． 

20 歳の女性における上肢の筋肉量は男性に比べて約 60%である．また 20 歳と 80

歳の上肢の筋肉量は，男性で 16.4%，女性で 3.0%低下するという報告がある［1-15］，

［1-16］．このような上肢筋肉量が少ない女性や高齢者はステアリングホイール操作

の補助装置がない超小型モビリティの操作が大きな負担となることが予想され，誤っ

た操作を誘発しやすく，これによる事故が懸念される．操舵機構におけるギア比など

機械的なパラメータを調整し，ステアリングホイールに生じる反力を低減させること

も対策の一つであるが，ステアリングホイールの操作量が大きくなり，かえって操作

しにくくなることも予想される． 

・シート位置調整機構の調節量が小さい 

現在市販されている超小型モビリティは，ホイールベースが 2000 mm 以下のもの

がほとんどである．たとえばトヨタ車体製コムスのホイールベースは 1530 mm［1-17］，

MC-β（本田技研工業株式会社製）のホイールベースが 1830 mm［1-18］，i-ROAD（ト

ヨタ自動車株式会社製）のホイールベースが 1695 mm である［1-19］．従来の一般的

な乗用車において，シート下部には前後方向のスライド機構が搭載されており，体格

などに応じてシート位置を調整することで，運転操作時の負担が少ない姿勢を取るこ

とができる．しかしながら超小型モビリティはホイールベースが短いためシートの前

後スライド量が狭くならざるを得ない．たとえば，従来の軽自動車と比較して超小型
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モビリティのシート前後方向の調整量は約 100 mm 少なくなっている．このため乗員

の体格によっては乗車時に適切な運転姿勢がとることができず，ステアリングホイー

ル操作時の負担が増加し，快適性が劣化する［1-20］．特に高齢者は身体機能の低下か

ら，運転姿勢によって乗り心地と快適性が劣化することが問題視されている［1-21］． 

・ステアリングホイール操作時における負担評価の手法が確立されていない 

前述の通り超小型モビリティは乗員の性別や年齢が多様と想定されるが，ステアリ

ングホイール操作時の補助装置が非搭載であり，シート位置の調整量が少ない．この

ため乗員の体格や性別，年齢によっては超小型モビリティを運転する際の負担が従来

の車両より増加する可能性がある． 

これまでステアリングホイール操作時の負担はステアリングホイールに発生する

反力など物理量の測定やアンケートなどを用いた実験協力者の主観的な官能評価に

よって考察される場合が多い［1-22］．しかしながら，物理量の測定では乗員個人にと

ってどの程度負担であるか明確に評価することは難しい．また実験協力者の主観的な

感覚を数値化して評価する官能評価では，実験協力者の評価基準の変動や実験協力者

間の評価スケールの不一致によって，体系的に負担を評価することは難しい． 

このため，異なる運転者の運転時の負担を評価するために，定量的かつ正規化して

評価する手法を確立する必要がある． 
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1.2 従来の研究 

本研究にて提案する超小型モビリティに対するドライブアシストシステムの特徴

を明確するため，従来行われてきた研究に関して詳細に述べる．本研究に対する先行

研究としてステアリングホイール操作時の補助装置に関する研究，運転時の負担評価

に関する研究，運転姿勢と操舵負担に関する研究についてその概要を述べる． 

 

 ステアリングホイール操作時の補助装置に関する研究 

 自動車は「走る・曲がる・止まる」の三大性能が重要な要素となる．その中におけ

る「曲がる」という動作を実現するために，ステアリングシステムが重要な役割を果

たしている．自動車のステアリングシステムには多くの方式が提唱され，実用化され

ている． 

 ステアリングホイールを操作する際に伝達する反力の大きさは車両の重量やサス

ペンションのセッティング，装着タイヤ，走行速度が影響する．自動車のステアリン

グホイールを操作する際に，タイヤと地面の静止摩擦力は車両の重量に比例する．輪

荷重が重ければ重いほど，ステアリングホイールを操作するときに，大きな力が必要

となる．大型のバスやトラックのステアリングホイールが乗用車よりも直径が大きい

のは，てこの原理を利用して重いステアリングホイールを操作するためである．現在

ではパワーアシストによりステアリング反力を軽くする仕組みが考案され実用化さ

れている．パワーステアリング装置はステアリングホイールを軽く切るための補助装

置の総称である［1-23］． 

一方，航空機の分野において，航空機の操縦系は乗員の操作をケーブルなどの機械

的結合を介してエルロンやエレベーター，ラダーなどの補助翼に伝達し，操縦してい

たが，乗員の操作をセンサで読み取り，電気的信号を介して補助翼に取り付けられた

アクチュエータを作動させて操縦を行うフライバイワイヤ技術が提案されている［1-

24］，［1-25］．これによって，ケーブルの伸び，リンク機構のガタ等による不具合が解

消されるとともに，操縦系統の整備，保守が格段に容易になり，現在ではほぼ全ての

航空機の操縦系に採用されている［1-26］，［1-27］．さらに系統特性の変更が機体の設

計，製作，いずれの段階でも可能になるなど，構造設計上の多くの利点が得られる． 

バイワイヤ技術を自動車の操舵系に導入し，運転者のステアリングホイール操作を

電気信号に置き換え，タイヤを転舵し，タイヤの切れ角とステアリングホイール角度，
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操舵力を独立して制御するステアバイワイヤシステムが自動車メーカーより提案さ

れている［1-28］．これまでにステアバイワイヤシステムに関して行われてきた研究

について以下に述べる． 

• 葉山ら［1-29］は電動パワーステアリングを操舵用モータとして利用し，人間を

含めた閉ループ評価を行い，従来の油圧パワーステアリング装置と同程度の出力

を得るための手法とステアバイワイヤシステムが操舵に関する精神的負荷の関

係について報告している． 

• 柿沼ら［1-30］は車両限界の走行特性ではなく日常的に使用する低速度域に的を

絞り，ステアバイワイヤシステムの操舵反力制御を行い，低ギア比反力において

実験協力者が車両を操舵した時，車両の挙動を把握できる反力装置を有するステ

アバイワイヤシステムの実験を行い，改善効果を得ることができたと報告してい

る． 

• 松岡ら［1-31］はシミュレータ上の市街地を走行し，ステアリング反力のギア比

を車両の加速度で変更した場合と粘性・弾性項で変化させたときに反力が運転者

に与える影響についてアンケートを行い，主観評価により検討を行っている． 

• 平岡ら［1-32］は操舵反力を人間の知覚特性からゲインを決定し，シミュレータ

上で定常円旋回とスラローム走行の実験を行い，主観的評価，NASA-TLX，横す

べり角，タイヤにかかる荷重などから，操舵反力の大きさに対して実験協力者の

評価がどのように変化するか報告している． 

上述のように操作性向上のためのステアリングシステムのバイワイヤ化に関する

研究は多く報告されており，超小型モビリティにおける反力機構を有するステアバイ

ワイヤシステムの有用性について確認することができる．また，機械的な操作機構と

同等の反力を模擬するステアバイワイヤシステムも研究されている． 

しかし，研究例の多くが実車を用いないシミュレータによる実験である場合が多く

［1-33］，［1-34］，実際の車両を用いた実験でも横力における改善やトラクションコン

トロール制御を用いた数値による研究がほとんどである［1-29］，［1-35］．また上述し

たステアバイワイヤシステムを搭載した車両においても，機械的な操舵系を完全に廃

したのではなく，電磁クラッチによって切り替えられる構造となっている．このため

操舵システムが非常に複雑で多くのスペースを必要とし，車内スペースの限られる超

小型モビリティでは搭載することが難しい． 
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 運転時の負担評価に関する研究 

上述した通り，従来の身体負担の評価手法はアンケートなどにより実験協力者の主

観的評価が一般的である．特に運転時のステアリングホイールを操作する際の評価は

基本的に実験協力者の感覚による官能評価に大きく依存しているのが現状である［1-

36］．以下では身体負担評価の研究開発状況を理解するために，現在研究が行われて

いる官能評価ならびに身体負担を定量化に関する研究について述べる． 

• 石橋ら［1-37］は質問紙調査より運転負担感受性の構成尺度を明らかにし，日常

の運転行動の個人差を理解する上での有用性検討を行った． 

• 水野ら［1-38］は，日本産業衛生学会産業疲労研究会の“自覚症状しらべ”を用い

て，二輪車および四輪車運転時の疲労感の程度を測定することを試みた． 

• 徳田ら［1-39］は車いすの下り勾配における身体負担を実験協力者の主観評価を

行い，自走車いすによるスロープでの下り走行の走行性や身体負担を平地走行と

比較検討した． 

• 川上ら［1-40］は，脳波測定で，香りが自動車運転における人の作業負担に及ぼ

す影響について考察し，香りは実験協力者の心身諸機能の高進維持と運転終了後

の疲労回復に有効であることを示した． 

 

しかしながら，主観的な評価では実験協力者の感じ方をリアルタイムに反映するこ

とが難しく，より客観的な評価手法が求められるようになった．このため生体力学に

よる負担の定式化や，負担算出について多くの研究がされ［1-41］，［1-42］，要求に対

する研究開発が盛んに進められている． 

また客観性を持たせるため，実験協力者の主観的な官能評価によって定性的に負担

評価を行うのではなく，官能評価を力学的手法などにより定式化して表現する研究も

行われている．以下では身体負担評価について，現在研究が行われている官能評価な

らびに身体負担定式化に関する研究について述べる． 

• 吉田ら［1-43］は生体力学的観点からステアリングの反力特性を評価しており，

ステアリングホイールに発生する反力についての官能評価が筋負担の変化パタ

ーンと関連付けられる可能性を示唆した． 

• 盛岡ら［1-44］は立ち上がり動作中に手すりにかかる外力をすべて計測可能な手

すり装置とフォースプレートによりトイレでの立ち上がり動作中の力学的状態
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を測定できるシステムを開発し，手すりに作用する引張力，モーメント，握力お

よび床反力作用点の軌跡などと立ち上がりにくさとの関連性を分析した． 

• 長谷ら［1-45］は，運動発生手法と身体モデルの構築，および介助の基本的な動

作である持ち上げ動作，押し動作，引っ張り動作の計算結果について述べた． 

• 西川ら［1-46］は，関節トルク特性を考慮した手先力楕円体モデルを用いて，ス

テアリング操作がしやすいステアリングコラム角度を実験的に考察した．そして

ステアリングコラム角度における上肢の筋負担，および身体に加わる圧力の分布

や両腕の動きとの影響を解析した． 

• 茅原ら［1-47］は，生体力学解析を行い，各関節自由度の関節モーメントを算出

し，算出した関節モーメントから負担感評価関数を用いて各関節の負担感を求め，

上肢の負担評価を行っている． 

• 澤田ら［1-48］は操舵力に関わる各因子を設定できる操舵シミュレータを用いて

操舵角制御の実験を行い，操舵角ゲインおよび操舵力の特性が人間の制御特性に

及ぼす影響を検討した． 

• 青栁ら［1-49］は走行環境から運転者の負担を事前に予測し，個人差を反映させ

るために，ステアリングのふらつき度合いによる評価を行っている． 

 

これらの検討を用いれば人間がある動作を行う際の身体負担を定量的に求めるこ

とができるが，姿勢や関節角度などを取得するために，新たなセンサを搭載する必要

があり，超小型モビリティのような狭い車室では，上記の技術を活用することが困難

である．また運転者が車両を操縦する際の生体情報に着目し，心拍数を用いて運転者

の身体負担を評価する研究も報告されている［1-50］，［1-51］．さらに，生体情報の一

つである筋電位を用いた運転者の筋活動と操縦安定性に関する研究も行われている．

以下では現在研究が行なわれている反力機構を有するステアバイワイヤシステムの

有用性に関する研究について述べる． 

• 倉森ら［1-52］，［1-53］，［1-54］，［1-55］は「力み」を筋活動から評価する

ため，運転操作や姿勢保持に直接関係のない咬筋の筋活動や運転操作に関係のあ

る三角筋や僧帽筋になどの拮抗関係にある伸筋，屈筋を計測している．それぞれ

の筋活動と車両特性の異なる 4 種類の仕様の車両にて高速走行でレーンチェン

ジとスラローム走行を行なった際の主観評価の関係から精神的負担の評価を行

なっている． 
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• また倉森ら［1-52］，［1-56］，［1-57］は最も操舵と良く対応する左右の三角

筋前部と上腕三頭筋の拮抗関係にある筋肉の筋電位を測定し，車両特性の異なる

4 種類の仕様の車両にて高速走行でレーンチェンジとスラローム走行実験を行

なっている．その際の左右の三角筋前部の同期的活動から運転者が車両を安定方

向に導こうとする操作の把握が可能であると報告している． 

 

以上に示したように，身体負担に関する研究は自動車や福祉など様々な分野におい

て研究がされており，質問紙により官能評価や，生体力学におけるシミュレーション

などによる負担評価が行われている．しかしこれらの検討の多くは実験終了後の評価

であり，実験中の実験協力者の感覚をリアルタイムに測定できているとは言えない． 

またこれらの研究の多くは従来の機械締結されたステアリングホイールでセダン

タイプの乗用車を用いており，超小型モビリティを用いた検討例は少ない．また走行

条件に関しても，現状の超小型モビリティでは走行することのできない高速道路上を

想定した実験が行なわれている．超小型モビリティは市街地や住宅地などの一定地域

内を走行するような低速で大きなステアリング操作が想定され，一般の乗用車と比較

して走行条件が大きく異なる． 

 

 運転姿勢と操舵負担に関する研究 

自動車を安全，快適に運転するには適切な運転姿勢を取ることが望ましいとされる．

適切な運転姿勢とは，運転中に常に良い視界が保たれ，車両と一体感をもってステア

リングホイールやペダル操作が行える運転姿勢のことである．適切な運転姿勢が取る

ことができない場合，長時間の運転により身体への負担が適切な場合より増加するこ

とや，視界の不良により認知が遅れ，事故に繋がる可能性が考えられる．このため運

転姿勢の重要性が着目され，関連する研究が盛んに行われている．以下に自動車を運

転した際の運転姿勢に関する研究について述べる． 

• 竹村ら［1-58］は，姿勢が大きく変化する運動特性としてステアリング操作を取

り上げ，その操作による手先力の変化に対する人間の主観的な力知覚特性を明ら

かにした． 

• 徳光ら［1-59］は，車両を運転する人間の全身運動を網羅的に定量化する計測技

術および分析技術を開発して，人間の運動行動を観察した結果を報告している． 
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• 伊藤ら［1-60］は，学生フォーミュラ車両固有の運転姿勢を前提に，疲労が少な

く正確で速い運転が可能な運転姿勢について検証した． 

• 玉井ら［1-61］は，高齢者になりがち前屈み運転姿勢とる原因を運転操作および

身体要因の観点から考察した． 

• 横山ら［1-62］は，自動車旋回時に生じる外力によって姿勢が崩れようとするの

を乗員自身が自発的に防ごうとする筋活動を確認した．シート形状を改良するこ

とで，旋回中の力みが軽減されることを生理量計測から示した． 

• 山田ら［1-63］は，運転環境下における高精度な人体関節位置推定手法を用いて，

非通常の運転姿勢を自動的に判定するシステムを提案した． 

• 片桐ら［1-64］は，着座者の体格にシートの形状を合わせ，また姿勢変化を簡単

に行うことができる補助具を提案し，その有効性を確認した． 

• 小竹ら［1-65］は，高齢者の乗車負担を軽減する内装設計を検討し，座面の高さ

を上げることで，着座時の動作所要時間の短縮，シート着地時の重力方向成分の

速度減少，下肢筋負担の軽減を実現できる可能性を示した． 

 

運転姿勢と乗車時の操作負担に関する研究は積極的に行われているが，これらの研

究の大多数はあくまで普通乗用車を対象とした研究である．超小型モビリティのシー

トポジションはわずかな調整量しかなく，超小型モビリティのように限られた車室内

で，適切な運転姿勢がとれない場合の運転時の操作負担に関する検討例はほとんど存

在しない． 
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1.3 本研究の目的 

前節までに超小型モビリティの現状とこれまで行われてきた操舵システムの検討，

乗員の負担評価の検討，運転姿勢に関する検討についてそれぞれ述べた．超小型モビ

リティが持つ新たな移動手段としての可能性は非常に大きいと言えるが，ステアリン

グホイール操作の補助装置が非搭載であり，シート位置の調整量が狭い．様々な年齢

や性別の利用者が想定される超小型モビリティでは乗員によっては運転操作が大き

な負担となり，重大な事故を招く可能性もある． 

そこでステアリングシステムの簡略化や，適切な運転姿勢がとれないなどの課題に

より，超小型モビリティを運転する際に，運転者に掛かる操舵負担を低減する必要が

ある．本研究は超小型モビリティのドライブアシストシステムを構築し，様々な運転

者に最適な操舵環境を提供することを目的とする． 

本研究は，まず図 1-1 のようにステアリングホイールと転舵機構の間の機械的結合

を廃し，超小型モビリティに搭載可能な小型のステアバイワイヤシステムを構築する．

機械的結合が存在しないことで，運転席の設置位置に関する自由度が高まり，デザイ

ン性の向上も期待することができる．一方でステアバイワイヤシステムはタイヤとス

テアリングホイールの間に機械的な連結がないため，路面状況が掴みにくい．このた

めステアリングホイールに反力を発生できる機構を設置し，操作感の向上を図る．こ

のシステムは発生させる反力を自在に変化できるため，負担低減の効果も期待できる． 

加えてステアリングホイールの操作が乗員にとってどの程度負担であるのか定量

的に明らかにする必要がある．本研究では生体情報の一つである表面筋電位に着目し，

ステアリングホイール操作の負担に関してリアルタイムに評価する手法の構築を目

指す．加えてステアリングホイールで発生させる反力を変化させた場合，乗員の負担

がどのように変化するかを明らかにする． 

さらに超小型モビリティを運転する際に，姿勢を制限された中で運転者の体格が操

舵時の負担に与える影響を明らかにし，負担を低減するシステムの構築を目指す． 

  



 

12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 ステアバイワイヤシステムを搭載した超小型モビリティ 
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1.4 論文の構成および概要 

本論文は「表面筋電位を用いた超小型モビリティのドライブアシストシステム」と

題し，5 章によって構成されている．以下に各章における概要を示す． 

第 1 章は序論であり，本研究の背景と目的について説明している．次に従来までの

研究について述べ，超小型モビリティの運転感覚改善における必要性と独自性を明ら

かにしている．さらに，本論文の構成および概要について述べている． 

第 2 章は本研究のドライブアシストシステムのコンセプトおよび車両の作製につ

いて説明する．ステアリングシステムの簡略化およびシートポジションの調整量が少

ないという超小型モビリティの操作性に関する課題に対し，機械的な連結がなく，操

舵角とタイヤの切れ角の仮想ギア比を無段階で調整でき，操舵反力を自在に設定する

ことができるステアバイワイヤシステムを構築した．また，ステアリングホイールに

反力を発生させるデバイスを搭載し，ステアリング角度に応じて，ステアリングホイ

ールで反力を発生させるシステムを構築し，操舵反力を自在に設定することができる

ステアバイワイヤシステムについて述べている［1-66］． 

第 3 章は操舵状況による腕部筋活動について検討を行っている．操舵操作を行う

際の上肢部の負担を定量的に評価するために，非侵襲式でステアリングホイールを

操作する際に最も活発となる筋肉を特定した．またステアリングホイールの反力を

変更してステアリングホイールの保持実験を行い，ステアリングホイールに発生す

る反力と上肢の負担についての傾向を明らかにしている［1-67］．同時に操作時の

負担についての主観評価を行い，生体情報による負担感との関係を明らかにしてい

る．また力学的観点から，操舵時の負担を数式化し，生体情報による実験結果と比

較している．加えてステアリングホイールの操作角をフィードバックしてステアリ

ングホイールの反力を変化させるシステムを構築し，運転者の上肢負担低減に関す

る効果について検討している［1-68］． 

第 4 章は運転姿勢変化による筋負担変化について検討を行っている．実験協力者を

身体パラメータで 3 つのグループに分け，それぞれのグループが超小型モビリティの

限られている車室空間で操舵動作を行う際に，体格差がステアリングホイール操作時

の負担への影響を検討している．また前章の操作角をフィードバックシステムに用い

て，それぞれのグループがステアリングホイールを操作したときの負担の変化につい

て，筋電位を用いて評価した［1-69］． 
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第 5 章では本論文の結論を述べている．第 2 章から第 4 章までに得られた本研究

の成果を総合して述べると共に，将来の展望についてまとめた． 

また，本研究で参考にした参考文献は本論文の巻末に記載している．



 

 

 

 

 

 

 

  

 

ステアバイワイヤシステムを用いた超小型モ

ビリティのドライブアシストシステム 
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2.1 従来の操舵システムと本章の目的 

本章では運転操作時における乗員の負担低減について検討するため，超小型モビ

リティにステアバイワイヤシステムを実装した． 

一般的な自動車は図 2-1 のように乗員が運転席に設置されたステアリングホイー

ルを操作し，その回転運動がステアリングシャフトを介して車両下部のラックアンド

ピニオン機構に伝達される．ラックアンドピニオン機構で回転運動が直線運動に変換

され，タイヤを転舵させる．このときラックアンドピニオンのギア比や転舵機構の取

り付け位置によってステアリングホイールの角度 φ はタイヤの転舵角 ψ に変換され

る．このときステアリングホイール角 φ とタイヤ転舵角 ψ の比はステアリングギア

レシオと定義され，乗用車では 11～18 程度に設定される．図 2-2 にタイヤの転舵角

を 0 deg.から 4 deg.に操作した際のステアリングホイールでの操作角 φ とステアリン

グホイールにおいて発生するトルクの関係を示す．同図の通りステアリングギア比を

低下させるとステアリングホイールの操作角度が減少し，少ないステアリングホイー

ル操作角でタイヤに所望の転舵角を与えることができる．一方，ステアリングホイー

ルでのトルクは増加するため，パワーステアリングなどステアリングホイール操作を

補助するシステムが不可欠となる． 

車内スペースの限られる超小型モビリティでは上記のような操舵を補助するシス

テムを搭載することは難しく，ステアリングギア比を大きく設定することで操舵時の

トルクを低減する．反面ステアリングホイールの操作角が大きくなるため，路地での

進路変更や駐車時など大きなタイヤの転舵角を必要とする場面ではステアリングホ

イールでの操作量が大きくなる．このため何度もステアリングホイールの持ち替えを

行う必要があり，この操作が乗員にとって大きな負担となる． 
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図 2-1 従来の自動車の操舵機構 
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図 2-2 ステアリングホイール操作角とステアリングホイールでのトルクの関係 
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2.2 搭載するステアバイワイヤシステムの概要［1-66］ 

そこで本研究では超小型モビリティに機械的結合のないステアバイワイヤシステ

ムを実装する．図 2-3 に構築したステアバイワイヤシステムの概略図を示す．運転席

に設置したステアリングホイールにロータリーエンコーダを取り付け，ステアリング

ホイールが操作された際の角度を検出する．ロータリーエンコーダのパルス信号はハ

ーネスを通してデジタルシグナルプロセッサ（DSP）に入力され，DSP 内でステアリ

ングホイール角度に変換される．DSP はステアリングホイール角度に応じたタイヤ

の転舵角を計算し，算出したタイヤの転舵角に応じて，ラックアンドピニオン機構の

ピニオンに連結されたステアリングモータの指令値を出力する．指令値を入力された

ステアリングモータのドライバがモータを動作させ，ピニオンギアを回転させる．動

作されたラックアンドピニオン機構によりタイヤを転舵させる．ステアバイワイヤシ

ステムではステアリングホイールとタイヤの間に機械的な結合がなく，DSP 内の制

御プログラムを変更することでステアリングギア比を変更することができる［2-1］． 

また従来の操舵システムでは，路面に凹凸があった場合にタイヤが路面によって転

舵され，その動きがラックアンドピニオン機構，ステアリングシャフトを通して運転

者に伝達され，路面の状況を感知することができる［2-2］，［2-3］，［2-4］．一方ステ

アバイワイヤシステムではタイヤとステアリングホイールの間に機械的結合がない

ため乗員は路面の状況を感知することができない．加えて所望のステアリングホイー

ル操作を行った後，セルフアライニングトルクによってステアリングホイールに復元

力が発生するが，ステアバイワイヤ化するとモータで操舵を行うので反力が発生しな

い．このためステアリングホイールにモータを設置し，反力を発生させる機構が必要

となる［2-5］，［2-6］．そこで反力モータを設置し，ベルトを介してステアリングホイ

ールに反力を伝達するようにした．このとき，ロータリーエンコーダで検出した角度

を 0 deg.に戻すよう反力モータのドライバに指令値を入力し，反力モータを動作させ

た． 
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図 2-3 超小型モビリティに搭載したステアバイワイヤシステムの概略図［1-66］ 
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2.3 ステアバイワイヤシステムを実装した超小型モビリティ［1-66］ 

 実装車両 

ステアバイワイヤシステムを実装する車両として，タケオカ自動車工芸社製超小型

電気自動車フレンドリー・エコを使用した．この車両は福祉車両として開発され，図

2-4 のように車両後部から電動車いすでそのまま車内に乗車できるような構造になっ

ている．このため駆動輪となる後輪にはインホイールモータを採用し，車椅子が通行

できるよう車内の床が障害物のない平面な設計になっている．加えて本車両は図 2-5

のように下肢が不自由な乗員でも操縦できるようステアリングホイールだけでなく，

アクセルやブレーキなど一般の車両ではフットペダルを使用するような装置もステ

アリングホイールの周囲にレバーを設置し，腕で操作できるような構造となっている．

上述の通り運転に必要なシステムがステアリングホイール周囲に集中しており，ステ

アバイワイヤ化が容易であることから，本車両の操舵系を改修してステアバイワイヤ

化するようシステムを構築した． 

 

 ロータリーエンコーダ 

ロータリーエンコーダの出力形式にはインクリメンタル型，アブソリュート型の二

つがある．インクリメンタル型は単位角度ごとにパルスを出力する．また，起動位置

が原点となるため，ステアリングホイールが原点から変位した状態でシステムを起動

した場合でも誤作動が起こりにくいと考えられる．アブソリュート型はスケール上の

符号パターンを読み取って，その絶対位置を検出するものである．車両が停止した状

態でステアリングが原点から変位していると，起動した際にモータが動作し，タイヤ

とステアリングホイールが動く可能性があるので，安全性に問題があると考えられる．

以上の 2 つの出力形式を比較した結果，アブソリュート型ロータリーエンコーダでは

安全性に欠けると判断したため，本研究ではインクリメンタル型を用いることに決定

した．本研究では分解能が 1 回転で 360 パルス出力され，電圧出力のエンコーダであ

る，図 2-6 に示すオムロン株式会社製ロータリーエンコーダ E6C3-CWZ3EH 360P/R 

2M［2-7］を使用した．表 2-1 にこのロータリーエンコーダの仕様を示す． 
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 DSP 

ロータリーエンコーダからのパルスを入力し，ステアリングモータ，反力モータ

それぞれのドライバに指令値を入力する制御システムを構築するために DSP を用い

る．このとき，ロータリーエンコーダからの複数の入力信号やそれぞれのモータド

ライバに指令値を出力するため，多入力多出力のシステムが必要となる．また．サ

ンプリング速度はステアリングホイールの操作の最大速度を 180 deg./s と仮定し，

この操作速度においてロータリーエンコーダのパルスを検出できるよう，図 2-7 に

示すサンプリング周波数 1000 Hz のエムティティ社（現エムアイエス社）製 SBOX

を使用した［2-8］．SBOX の仕様を表 2-2 に示す． 

 

 ステアリングモータ 

ステアバイワイヤシステムではロータリーエンコーダで検知したステアリングホ

イールでの操作量や向きを制御器である DSP を介してモータにパルスを送り，モー

タを回転させる．このため，出力されたパルス数により決められた角度で高精度に回

転を行うことができ，位置決め制御に適したステッピングモータを使用した．このモ

ータをラックアンドピニオン機構のピニオンギアを駆動するよう設置し，ラックアン

ドピニオン機構を通してタイヤを転舵するよう動作させた． 

実験車両を用いて最もトルクが発生する条件で転舵する実験を行い，このピニオン

ギアに発生するトルクを測定したところ最大で 4.6 N･m であったことから，図 2-8 に

示すような最大トルクが 5.0 N･m のオリエンタルモータ社製 CRK566APB-N10［2-9］

を使用することとした．このモータの仕様を表 2-3 に示す． 

 

 反力モータ 

ステアバイワイヤシステムではタイヤとステアリングホイールの間に機械的結合

がないため，ステアリングホイールに反力モータを設置して操舵時の反力を発生させ

る．このときロータリーエンコーダで検出した角度を 0 deg.に戻すよう反力モータを

動作させるため，精密な角度制御が行えるステッピングモータを使用した．実験車両

において据え切り時にステアリングホイールで発生したトルクを計測したところ最
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大で 2.1 N･m となった．そこで，最大発生トルクが 3.0 N･m のステアリングモータで

あるオリエンタルモータ株式会社製 AR66SMKD-T10-2 を反力モータに使用した．こ

のモータの仕様を表 2-4 に示す．このモータのドライバに原点復帰するよう指令し，

反力を発生させる．加えてモータドライバのアナログ入力ポートに DSP から指令値

を入力し，反力を変更できるよう設定した．ステアリングホイールに接続したロータ

リーエンコーダと接続した反力モータを図 2-9 に示す． 

 

 ステアバイワイヤシステムの実装と走行実験 

本節で示した要素を図2-4に示した超小型電気自動車フレンドリー・エコに搭載し，

ステアバイワイヤシステムを実装した．図 2-10 にステアバイワイヤ化した実験車両

の全景を示す．ステアリングホイールには図 2-11 のようにロータリーエンコーダと

反力モータが接続され，ステアリングホイール角度の検出と反力が発生できるよう設

置した．実験車両下部の転舵機構では，図 2-12 のようにステアリングモータをラッ

クアンドピニオン機構のピニオンギアと接続した． 

ステアバイワイヤ化した実験車両のシステム構成図を図 2-13 に示す．ロータリー

エンコーダで検出したステアリングホイール角 φ を DSP に入力し，仮想的なステア

リングギア比から転舵角 ψ を算出する．得られた転舵角 ψ を DSP から出力し，ステ

アリングモータドライバに入力し，ステアリングモータを駆動する．またステアリン

グホイール角 φ をもとにステアリングホイールにおける反力 Trfを算出し，反力モー

タドライバに入力し，反力モータからベルトを通してステアリングホイールで反力を

発生させた． 

構築したステアバイワイヤシステムを実装した実験車両の運転環境について検討

するため，ステアバイワイヤシステムを実装した実験車両を用いて走行実験を行った．

図 2-14 に示すコースを 5 km/h で走行し，コース中のコーナーなどでステアリングホ

イールを操作する場合は 45 deg./s の速度で操作した．走行実験の様子を図 2-15 に示

す．実験の結果，ステアバイワイヤシステムを実装した実験車両で，コース中の障害

物に接触することなく，旋回することができた． 
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図 2-4 タケオカ自動車工芸社製超小型電気自動車 フレンドリー・エコ 
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図 2-5 フットペダルを使用しない操作システム 
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図 2-6 ロータリーエンコーダ（オムロン株式会社製 E6C3-CWZ3EH 360P/R 2M） 
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表2-1 ロータリーエンコーダ（E6C3-CWZ3EH 360P/R 2M）の仕様 

電源電圧 DC5V-5%～12V+10% 

消費電流 DC100 mA 以下 

分解能（1 回転） 360 P/R 

出力相 A，B，Z 相 

制御出力（出力形式） NPN 電圧出力 

許容最高回転数 5000 r/min 
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図 2-7 DSP（エムティティ社製 SBOX） 
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表 2-2 DSP（エムティティ社製 SBOX）の仕様 

入力チャネル数 6 ch 

入力レンジ ±10 V 

入力分解能 16 bit 

出力チャネル数 8 ch 

出力レンジ ±10 V 

出力分解能 14 bit 

サンプリング周波数 1000 Hz 
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図 2-8 ステアリングモータをラックアンドピニオンに取り付けた様子（ステアリ

ングモータはオリエンタルモータ社製 CRK566APB-N10）［1-66］ 
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表 2-3 ステアリングモータ（オリエンタルモータ社製 CRK566APB-N10）の仕様 

電源入力 DC24 V ± 10% 2.5 A 

定格電流 1.4 A/相 

励磁最大静止トルク 5 N･m 

基本ステップ角 0.072 deg. 

許容速度範囲 0～300 r/min 

質量 1.5 kg 
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表 2-4 反力モータ（オリエンタルモータ株式会社製 AR66SMKD-T10-2）の仕様 

電源入力 DC24 V ± 5% 3.8 A 

励磁最大静止トルク 3.0 N･m 

基本ステップ角 0.036 deg. 

許容速度範囲 0～180 r/min 

質量 1.5 kg 
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図 2-9 ステアリングホイール用の軸（右）と接続した反力モータ（左）［1-66］ 
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図 2-10 ステアバイワイヤを搭載した超小型モビリティ［1-66］ 
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(a)  前面（乗員側）から見た写真 

 

 

 

(b)  背面（車両前面側）から見た写真 

図 2-11 ステアバイワイヤシステムのステアリングホイール部分［1-66］ 
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図 2-12 ステアバイワイヤシステムの転舵機構［1-66］ 
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図 2-13 搭載したステアバイワイヤシステムの構成図 
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図 2-14 ステアバイワイヤシステムの動作実験に用いた実験路 
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図 2-15 ステアバイワイヤシステムの動作実験における車載カメラの様子 
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2.4 まとめ 

本章では，ロータリーエンコーダによりステアリング角度を検知し，DSP に入力

し，ステアリングモータを駆動することで機械的な連結のない操舵システムを構築

した．また，ステアリングホイールに設置した反力モータをステアリング角度に応

じて駆動することで，ステアリングホイールで反力を発生させることができた． 

上記のシステムで，超小型モビリティのステアリングシステムの簡略化およびシ

ートポジションの調整量が少ないという超小型モビリティの操作性に関する課題に

対し，機械的な連結がなく，操舵角とタイヤの切れ角の仮想ギア比を無段階で調整

でき，操舵反力を自在に設定することができるステアバイワイヤシステムを構築す

ることができた．



 

 

 

 

 

 

 

  

 

操舵状況による腕部筋活動に関する検討 
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3.1 本章の目的 

第 3 章では，操舵時の運転者の筋活動を明らかにするために，生体情報計測と実験

協力者の主観評価，生体力学の観点から検討を行っていく． 

生体情報の計測に関しては，針状の電極を筋肉に差し込む侵襲式計測と皮膚上に貼

付する非侵襲式計測の計測方法がある．本研究では運転者の身体に痛みや負担をかけ

ない非侵襲式の計測方法を採用し，ディスポ電極を体に貼付し，筋電位の計測を行っ

た．また，計測部位によって，生体情報の計測結果と実験協力者の実際の感じ方が異

なる可能性もある．そこで本章では操舵操作時の対象筋肉の筋電位計測と主観評価を

行った．さらに操舵操作の動作を生体力学的に分析し，操舵操作時に対象部位がかか

る負担を定式化し，操舵反力や操舵角度などの変化による操舵時の操作負担を定量的

に評価する手法について考察した． 

  



 

43 

 

3.2 筋電位による負担評価［1-67］ 

本研究ではステアリング操作時に働く腕の筋活動について検証していく．実験協力

者に痛みを与えない非侵襲式計測を行うため，深層筋肉は計測できず，表面の筋肉の

み計測できる．また，ディスポ電極で測定できる筋肉群の中で，ステアリングホイー

ルを操作する動作に関連する腕部の筋肉は三角筋前部，上腕二頭筋と尺側手根屈筋と

考えられる［3-1］，［3-2］． 

本節で検討する三角筋前部，尺側手根屈筋，上腕二頭筋を図 3-1 に示す．まず三角

筋前部は三角筋に含まれる筋肉の一部であり，三角筋前部の他に三角筋中部，三角筋

後部を合わせて三角筋と呼ばれる．三角筋は肩の最外層にある筋肉で，肩全体を覆う

ように位置している．中でも三角筋前部は鎖骨の外側の端 1/3 に位置し，肩関節を屈

曲もしくは内旋する際に働く．次に尺側手根屈筋は人間の上肢の筋肉であり，手首の

屈曲筋の中では最も内側にある筋肉である．特に前腕を屈曲した状態で手首を尺屈す

るような動作においては，特に筋力を発揮する筋肉である．最後に上腕二頭筋は，人

間の上肢の二の腕に当たり，力こぶを作る筋肉である．肘関節が屈曲もしくは回外す

る際に活動する筋肉である． 

本節ではステアリングホイールを操作した際に活発な筋活動を示す筋肉の特定を

目的として，ステアリングホイールを一定の角度に保持したときの 3 種類の筋肉の筋

活動について表面筋電位により考察した． 

 

 筋電位測定 

ステアリングホイールを一定の角度に保持したときの運転者の左右の腕の三角筋

前部，上腕二頭筋，尺側手根屈筋の表面筋電位を測定する． 

表面筋電位は図 3-2 に示す Bio Amp ML132（AD Instruments 社）により増幅後，A/D

変換器（Power Lab ML826，AD Instruments 社）を介してサンプリング周波数 4 kHz で

記録した．動作分析などの手段として表面筋電位を用いる場合，筋電位信号の平均振

幅が対象となる［3-3］．本実験において，記録した筋電位原波形に対して 0.1 秒間毎

に 0.1 秒区間の二乗平均平方根（Root Mean Square；RMS）を算出した［3-4］．なお電

極の貼付方法は図3-3に示す通りである．筋肉量は実験協力者によって個人差があり，

また同じ実験協力者でも電極の貼付位置によって測定される電圧は変化するため正

規化を行う必要がある．本研究では各筋に対応させた姿勢で最大の筋力を発揮した時
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の筋電位（最大随意収縮力（Maximum voluntary contraction），以下 MVC と称する）に

対する実験時の筋電位の割合を示す%MVC で評価を行う．また各筋の MVC を測定

する際は実験協力者に図 3-4 に示すような姿勢を取るよう教示した． 

MVC の測定はステアリング操舵実験を実施する前に行なう．三角筋前部の MVC

を測定する際は，実験協力者が腕を体の前方に水平になるように伸ばし，図 3-4(a)中

の矢印で示した方向に拳を全力で上げるよう教示する．実験者は実験協力者の拳を矢

印の反対方向に抑え，実験協力者の腕を水平に保つようにする．上腕二頭筋では実験

協力者が腕を体の前方に出し，肘をテーブルにつけ，肘関節が 90 deg.になるように

姿勢をとり，図 3-4(b)中の矢印で示した方向に全力で拳を引くよう教示する．実験者

は実験協力者の拳を矢印の反対方向に引き，実験協力者の肘関節を 90 deg.に保つよ

うにする．尺側手根屈筋は図 3-4(c)のように拳を握った状態で，拳を内側に全力で巻

き込むような掌屈方向に動作させる．それぞれの姿勢において筋力を全力で発揮する

よう教示し，このときの各筋肉の筋電位を 10 秒間測定した．各筋肉で測定した筋電

位に対して上述と同様に 0.1 秒間毎の RMS を算出し，10 秒間における最大値を MVC

とした．実験において測定した RMS を MVC に対する割合（%MVC）で示すことよ

り正規化した．なお%MVC は数値が高いほど筋肉に負担がかかっていると評価する

ことができる． 

 

 ステアリングホイール保持実験 

ステアリングホイールを一定の角度に保持した際の三角筋前部，上腕二頭筋，尺側

手根屈筋の表面筋電位を測定し，ステアリングホイール操作時に活発に活動する筋肉

を特定する．製作した図 2-10 の実験車両に実験協力者を乗車させ，ステアリングホ

イールを保持するよう教示し，その際の筋電位を測定した．なおステアリングホイー

ルの操作そのものに対する負担を評価するため，ステアリングホイールに設置した反

力モータは反力を発生させない状態で実験を行った．実験協力者がステアリングホイ

ールを把持する位置は，図 3-5 に示す通り日本自動車連盟（JAF）［3-5］が推奨する 9

時 15 分の位置とした．ステアリングホイールの角度は図 3-6 に示すように，ステア

リングの頂点の目印箇所を 0 deg.とし時計回り，反時計回りにそれぞれ舵を切るもの

とする．実験協力者はステアリングホイールの角度を反時計回りに 45 deg.の状態で 5

秒間保持し，このときの筋電位を測定した．なお本論文では，ステアリングホイール
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を操作する際に，図 3-6 の右腕ようにステアリングホイールを送り込む方の腕を送り

手側，同図の左腕のようにステアリングホイールを引き込む方の腕を引き手側と定義

する． 

 

 実験結果および考察 

測定した表面筋電位の時刻歴を図 3-7 示す．左右各筋それぞれの MVC を同図のキ

ャプションに記載した．同図(a)右図の右腕三角筋前部の筋活動が特に活発で引き手

の左腕よりも，送り手である右腕の三角筋前部が大きく活動していることが確認でき

た．一方図 3-7 (b)，(c)の上腕二頭筋，尺側手根屈筋の筋電位の振幅は非常に小さく，

MVC と比較してもほとんど負担となっていないことが分かる．よって本研究ではス

テアリングホイール操作の負担評価として送り手の三角筋前部の筋活動に着目し，運

転者の負担評価を行っていく． 
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図 3-1  上肢における筋肉（三角筋前部，上腕二頭筋，尺側手根屈筋）の 

模式図［1-67］ 
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Anterior deltoid 

Flexor carpi ulnaris muscle 
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図 3-2  表面筋電位の測定に用いた機器 

右：AD Instruments 社製 PowerLab 2/26 ML826 

左：AD Instruments 社製 BioAmp ML132 
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(a)  三角筋前部，上腕二頭筋 

 

 

 
(b)  尺側手根屈筋 

図 3-3  表面筋電位を測定するための電極の貼付位置［1-67］ 
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(a)  三角筋前部 

 

 

(b)  上腕二頭筋 

 

 

(c)  尺側手根屈筋 

 

図 3-4  各筋肉における MVC の測定方法［1-67］ 
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図 3-5 ステアリングホイールの保持位置（9 時 15 分の位置）［1-67］ 
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図 3-6  ステアリングホイール操作角 φ と送り手側と引き手側の定義［1-67］ 
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左腕（引き手側）           右腕（送り手側） 

(MVC = 1.28 mV)            (MVC = 1.43 mV) 

(a)  三角筋前部 

 

 
左腕（引き手側）           右腕（送り手側） 

(MVC = 1.27 mV)            (MVC = 1.85 mV) 

(b)  上腕二頭筋 

 

 
左腕（引き手側）           右腕（送り手側） 

(MVC = 0.89 mV)            (MVC = 0.62 mV) 

(c)  尺側手根屈筋 

図 3-7  ステアリングを保持した際の各部表面筋電位の時刻歴［1-67］ 
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3.3 ステアリングホイール操作時の負担に関する主観評価［1-67］ 

 実験方法 

運転者がステアリングホイールの操作角を一定に保持した際の上腕部の負担につ

いて，官能評価および三角筋前部の表面筋電位により評価を行った．実験協力者は普

通自動車第一種運転免許を有する男子大学生 10 名である．実験内容は事前に説明し，

東海大学「人を対象とする研究」の倫理規定の遵守に関しては書面をもって確認し，

承諾を得た． 

実験協力者は図 2-10 の実験車両を停車させた状態で運転姿勢をとり，ステアリン

グホイールの把持位置は図 3-5 に示す「9 時 15 分」とし，図 3-8 のように時計回りと

反時計回りにそれぞれステアリングホイールの操作角を 0 deg.，45 deg.，90 deg.とし

て 5 秒間保持するよう教示した．実験協力者の座高や腕の長さ，ステアリングホイー

ル操作の癖などから，腕の重さをステアリングホイールにかけた場合は実験協力者に

よって傾向が大きく異なり，体系的な評価が行うことは非常に難しくなる．そのため

本実験では実験協力者に腕の重さをステアリングにかけないよう教示して実験を行

った．ステアバイワイヤシステムを実装する前の実験車両の機械式結合による操舵シ

ステムでは，停車・据え切り時に 1.4 N∙m のトルクを必要とした．そこでステアリン

グホイールに設置した反力モータのトルクは停車・据え切り時のトルクを基準に 0 

N∙m，0.7 N∙m，1.4 N∙m，2.1 N∙m の 4 種類で行った． 

実験協力者は各操作角でステアリングホイールを 5 秒間保持したあと，送り手側の

上腕部に感じる負担に関して図 3-9 に示す質問紙にて「非常に負担，負担，やや負担，

どちらでもない，やや楽，楽，非常に楽」の 7 段階で評価するよう教示した［3-6］． 

 

 実験結果 

全実験協力者の主観評価の平均値を図 3-10 に示す．同図は送り手側のみの結果で

あり，(a)は時計回りに切り込んだ際の左腕上腕部，(b)は反時計回りに切り込んだ際

の右腕上腕部である．両図より時計回り，反時計回りどちらの場合においても，操作

角が 0 deg.，45 deg.，90 deg.とステアリングホイールを切り込んでいくに従って負担

感が増加する傾向が確認できた．また反力の増加に伴い各角度での負担感も増加する

傾向が得られた．  
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図 3-8 時計回りと反時計回りの操舵角度［1-67］ 
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図 3-9  送り手側の上腕部に感じる負担に関する質問紙［1-67］ 
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(a)  ステアリングホイールを時計回りに操作した場合 

（左腕が送り手となる場合） 

 
(b)  ステアリングホイールを反時計回りに操作した場合 

（右腕が送り手となる場合） 

 

図 3-10  ステアリングホイールを操作した際に送り手側の上腕部に感じる負担の

主観評価［1-67］  
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3.4 筋電位計測によるステアリング操作時の負担評価［1-67］ 

 異なる操舵反力での操作角保持実験 

実験協力者は図 2-10 の実験車両に停車した状態で，反力モータの反力を 0.0 N･m，

0.7 N･m，1.4 N･m，2.1 N･m に設定した状態でステアリングホイールの操作を行い，

その際の三角筋前部の筋電位を測定した．実験協力者は図 3-5 に示した通り，9 時 15

分の位置でステアリングホイールを把持する．3.3 節の実験と同様に，実験協力者に

は各反力でステアリングホイールを 0 deg.，45 deg.，90 deg.で 5 秒間保持するよう教

示した．実験は時計回りと反時計回りでそれぞれ行い，このときの送り手側の三角筋

前部の表面筋電位を測定し，%MVC でステアリングホイールを保持したときの上肢

の負担を評価した．実験協力者は前節と同じように，普通自動車運転免許を取得して

いる 10 名の男子学生を対象とした． 

 

 実験結果および考察 

各ステアリングホイール操作角における実験結果を図 3-11 に示す．同図の縦軸は

実験協力者 10 人の%MVC の平均値を示す．同図(a)の時計回りの結果において，いず

れの反力モータのトルクで実験を行った場合でも，ステアリングホイールの操作角が

増加するに従って，送り手となる左腕の三角筋前部の%MVC が大きくなっているこ

とが分かる．同図(b)の反時計回りの結果でも同様にステアリングホイールの操作角

が増加するに従って，送り手となる右腕の三角筋前部の%MVC が大きくなっている

ことが分かる．これはステアリングホイールを回す際に 90 deg.付近の角度において

腕を最も上げる動作が含まれることで%MVC の値が上昇したと考えられる． 

また反力モータのトルクを増加させるといずれの操作角においても%MVC が増加

しており，発生する反力に応じて上肢の負担が増加する傾向を確認することができた． 

さらに前節の実験協力者の主観評価の結果と比較すると，三角筋の筋電位計測によ

る定量的な負担評価の結果は主観評価の結果と同じ傾向であることが得られた． 
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(a)  ステアリングホイールを時計回りに操作した場合 

（左腕が送り手となる場合） 

 

 

(b)  ステアリングホイールを反時計回りに操作した場合 

（右腕が送り手となる場合） 

 

図 3-11 各ステアリングホイール操作角における送り手側三角筋前部の 

%MVC［1-67］ 
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3.5 ステアバイワイヤシステムによるステアリングホイー

ル操作の負担低減に関する検討［1-68］ 

 操作角による反力のフィードバックシステム 

ステアバイワイヤシステムはステアリングホイールとラックアンドピニオンなど

のタイヤの転舵機構の間に機械的結合が存在しないため，反力を任意に設定すること

ができる．本節ではステアバイワイヤシステムの利点を活かして反力を任意に設定し，

運転者のステアリングホイール操作の負担低減について検討する．これまでの実験結

果から，ステアリングホイールの操作角を増加させていくと上肢の負担が増加し，ス

テアリングホイールで発生する反力が増加した場合にも負担が増加する傾向が得ら

れた．そこでステアリングホイールの操作角に応じてステアリングホイールに発生す

る反力を変化させるシステムを構築し，ステアリングホイールの操作実験を行う． 

ステアバイワイヤシステムではステアリングホイールの操舵角をロータリーエン

コーダより検知し，操舵角の信号を DSP に入力し，操舵角に対応するステアリング

反力を計算する．算出したステアリング反力信号をモータドライバに入力し，制御信

号に変換してから，反力モータを駆動させる．そこで操舵角に応じて DSP から出力

する反力信号を図 3-12 のように変化させた．同図の横軸はステアリングホイール操

作角，縦軸はステアリングホイールに発生する反力である．同図(a)の反力一定パター

ンは駐車時もしくは停車時の据え切りを想定し，ステアリングホイールの操作角が変

化しても，反力モータに一定のトルクを発生させる．同図(b)の反力増加パターンはス

テアリングホイールの操作角に比例して反力モータのトルクを増加させた．これは一

定の速度で走行中にステアリングホイールを操作した際に発生するセルフアライニ

ングトルクを簡易的に再現したものである．同図(c)の反力減少パターンはステアリ

ングホイールの操作角に比例して反力モータのトルクを減少させた．これまでの検討

からステアリングホイールの操作角が増加すると負担も増加していく傾向が見られ

た．このことから，ステアリングホイールの操作角が増加した際に反力を減少させて

負担の低減を図った． 

 

 力学計算によるステアリング操作時の負担評価 

まず力学モデルを用いてステアリングホイール操作時の運転者の上肢にかかる負
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担を評価する．運転者のステアリングホイールとシートの位置関係が一定の場合，ス

テアリングホイールを操作すると図 3-13 のように肩関節における上腕と体幹のなす

角度 θ が増加していく．このとき上腕の動きに着目すると，ねじり動作のような上腕

の軸方向の回転はほとんど行われていない．そこで本研究はステアリングホイールの

操作時の肩関節の運動は上腕の上下運動のみの平面的な動作であるとして，送り手側

の肩関節にかかる負担を 2 次元的な力学的モデルにより検討した．本項では運転操作

を行った際のステアリングホイール操作角に対する肩関節周りのモーメントを算出

し，肩関節の負担として評価した． 

運転者の送り手側の上肢を図 3-14 のようにモデル化した．ここで a：肩関節から腕

の重心までの距離 [m]，b：肩関節から手首までの距離 [m]，W：上肢の重量 [kgf]，

W0：ステアリングホイール反力により手首に加わる力 [kgf]である．同図における A

点は腕の肘関節であり，この点を腕の重心とした．B 点はステアリングホイールを把

持する点であり，この点にステアリングホイールによる反力が作用するものとした．  

ステアリングホイール操作角 φ = 90 deg.の時は図 3-14(a)のように腕がほぼ水平に

なっているとする．このとき上肢には腕の重さ W とステアリングホイール反力によ

る重さ W0 が垂直に作用するため W，W0 に対するモーメント腕の長さはそれぞれ a，

b である．したがって肩関節（O 点）回りのモーメント M0は， 

𝑀0 = 𝑎𝑊 + 𝑏𝑊0 (1) 

となる． 

一方，腕が屈曲した場合のモデルでは，図 4-2 (b)より肩関節から腕の重心までの

距離 a’は肩関節の角度 θ によって変化し， 

𝑎′ = 𝑎 𝑠𝑖𝑛 𝜃 (2) 

となり，肩関節からステアリングホイールまでの距離 b’は 

𝑏′ = 𝑎′ + (𝑏 − 𝑎) (3) 

となる．式(2)，(3)にて求めた a’, b’より肩関節回りのモーメント M1を算出すると以

下のようになる． 

𝑀1 = 𝑎
′𝑊 + 𝑏′𝑊0 (4) 

 

前節の実験協力者の身体パラメータを計測し，3 つの反力変化パターンでステアリ

ング操舵操作する際の数値計算を行った． 

一例として次項の操作実験における実験協力者の身体パラメータ（b = 0.7 m，W = 



 

61 

 

3.6 kgf，a = 0.35 m）の運転者が，前項で示したステアリングホイール操作角をフィー

ドバックするシステムでステアリングホイール操作を行った際のステアリングホイ

ール操作角に対する肩関節のモーメント M1 の関係を図 3-15 に示す．同図(a)の反力

一定パターンではステアリングホイール操作角の増加に対して肩関節モーメントは

緩やかに増加する傾向が得られた．同図(b)の反力増加パターンでは操作角の増加に

対して肩関節モーメントは大きく増加し，同図(c)の反力減少パターンでは同図(c)の

反力減少パターンではステアリングホイール操作角の増加に対して肩関節モーメン

トは大きく減少した． 

 

 操舵角反力フィードバックシステムを用いた連続操舵実験 

ステアリングホイール操作を行った際の運転者の上肢の負担を定量的に評価する

ため，ステアリングホイール操作角によって反力モータのトルクを変化させたステア

バイワイヤシステムでステアリングホイールの操作実験を行った．実験車両を停車さ

せた状態で，実験協力者は各反力パターンを適用した状態でステアリングホイールの

操作を行い，その際の三角筋前部の筋電位を測定した．ステアリングホイールの反力

トルクは図 3-12 に示すように，ステアリングホイールの角度に応じて一定，増加，

減少 3 つのパターンで設定し，ステアリングホイールの操作方向は時計回りと反時計

回りでそれぞれ実験を行った．それぞれ送り手となる方の三角筋前部の筋電位を測定

するため，時計回りの場合は左腕にし，反時計回りの場合は右腕の表面筋電位を測定

した．三角筋前部の表面筋電位は前節と同様の方法で測定し，筋電位原波形に対して

0.1 秒間毎に 0.1 秒区間の RMS を算出した．筋力の発揮には個人差があることか

ら，%MVC で評価を行った．本実験の操作条件においては，実験車両を停車させた

状態で実験協力者に 9 時 15 分の位置でステアリングホイールを握るよう教示し，持

ち替えることなくステアリングホイール頂点の目印箇所を 0 deg.として 90 deg.まで

操舵を行うものとした．なおステアリングホイールの操作速度は 45 deg./s とした． 

 

 実験結果および考察 

それぞれの反力パターンでステアリングホイールを操作したときの，送り手側の三

角筋前部表面筋電位の時刻歴を図 3-16 に実線で示す．同図中の破線はステアリング
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ホイールに反力トルクを発生しないときの RMS 時刻歴であり，太い実線は反力トル

クの時刻歴である．同図(a)の反力トルクが一定の場合，同図(b)の反力トルクが増加

した場合は，ステアリングホイール操作角の増加に伴い，送り手側の筋電位も増加し

ていることを確認できた．同図(c)の反力トルクが減少する場合，最初の 1 秒間（φ = 

0 deg.～45 deg.）に操舵角が増加することにつれて筋電位も増加していくが，1～2 s（φ 

= 45 deg.～90 deg.）の区間においては操舵量が増加しても，筋電位は減少していく傾

向を確認できた．図中の破線との差分がステアリングホイール操作角のフィードバッ

クによる負担となるが，それぞれ図 3-15 に示した力学モデルによるステアリングホ

イール操作時の上肢負担の結果と傾向が一致した．このことから，操舵量が同じ場合，

ステアリングホイール操作角に応じてステアリングホイールでの反力を調整するこ

とで，ステアリングホイール操作時の操舵負担を軽減することを期待できる． 
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(a)  反力一定パターン 

 

(b)  反力増加パターン 

 

(c)  反力減少パターン 

図 3-12  ステアリングホイール操作角に対して発生させるトルク［1-68］  
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(a)  φ = 0 deg. 

 

 

(b)  φ = 45 deg. 

 

 

(c)  φ = 90 deg. 

図 3-13  操舵角 φ における肩関節角度 θ の変化［1-67］  
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(a)  腕を水平に伸ばした状態 (φ = 90 deg.) 

 

(b)  肩関節角度を変化させた状態 

図 3-14  送り手側上肢の力学モデル［1-67］ 
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(a)  反力一定パターン 

 

(b)  反力増加パターン 

 

(c)  反力減少パターン 

図 3-15  力学モデルにて算出したステアリングホイール操作時に肩関節に 

発生するモーメント  
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(a)  反力増加パターン 

 

(b)  反力一定パターン 

 

(c)  反力減少パターン 

図 3-16  各反力パターンに対する送り手側三角筋前部の表面筋電位の 

時刻歴［1-68］  
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3.6 まとめ 

第 3 章は操舵状況による腕部筋活動について検討を行った．操舵操作を行う際の上

肢部の負担を定量的に評価するために，非侵襲式でステアリングホイールを操作する

際に最も活発となる筋肉を特定できた．また，質問紙を用いて実験協力者がステアリ

ングホイールを操作する際の負担に関する主観評価を行い，ステアリングホイールの

操作量と負担感の関係性を明らかにした．さらに，ステアリングホイール操作中の実

験協力者の筋肉の表面筋電位を計測し，主観評価の結果と比較し，両者が同じ傾向に

なっていることから表面筋電位測定による上肢負担評価の有用性を示すことができ

た． 

またステアリングホイールの操作角に応じてステアリングホイールの反力を変化

させるフィードバックシステムを構築した．本システムを用いて，連続してステアリ

ングホイールを操作したときの筋電位を計測し，本システムを使用した時の操舵負担

低減の可能性を確認できた．また力学的観点からステアリングホイール操作時の負担

を算出し，測定した筋電位の測定結果と同様の傾向であることが確認できた．



 

 

 

 

 

 

 

  

 

運転姿勢変化による筋負担変化に関する実験 
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4.1 本章の目的 

第 4 章は運転姿勢変化による筋負担変化について検討を行う．超小型モビリティは

シートの調整量が少ないため，運転者が利用時に適切な運転姿勢が取れない課題があ

る．調整量の少ない超小型モビリティに乗車すると，運転姿勢は運転者の体格によっ

て図 4-1 のように著しく異なる．このため運転者の体格によっては適切な運転姿勢が

取れず，ステアリングホイールを操作する際の負担が増加する可能性がある． 

そこで本章は運転者の体格がステアリングホイール操作負担への影響を検討する．

まず実験協力者を体格によって 3 つのグループに分類した［4-1］．各体格グループが

前章で構築したステアリングホイールの操作角をステアリングホイールの反力にフ

ィードバックするシステムにおいてステアリングホイールを操作した際の筋負担に

ついて力学的に検討した．そして実験車両を用いてステアリングホイールの操作実験

を行い，各体格グループの実験協力者の三角筋前部の筋電位を測定し，体格がステア

リングホイール操作の負担に与える影響について検討を行った．加えてそれぞれの体

格にグループにおいて，ステアリングホイールの操作角を反力トルクにフィードバッ

クするシステムの負担低減効果について検討を行った．  
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(a)  身長 175.5 cm  

 

(b)  身長 180.1 cm 

図 4-1  体格が異なる運転者の運転姿勢の比較  
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4.2 運転者の体格が操作負担に与える影響［1-69］ 

 体格が操舵操作の負担に与える影響に関する力学的検討 

体格の異なる運転者が超小型モビリティのような限定された車両でステアリング

ホイール操作を行う際の負担を評価するため，実験協力者の身長，体重，腕の長さお

よび重量を測定した．実験協力者は，乗用車の運転免許を持つ男子学生 15 名である．

実験内容は事前に説明し，東海大学「人を対象とする研究」の倫理規定の遵守に関し

ては書面をもって確認し，承諾を得た． 

測定した実験協力者の身体パラメータを表 4-1 に示す．腕の重量を測定するには，

実験協力者の腕を地面と水平にし，腕を軽く曲げて，肩に力をかけない状態で電子天

秤に置いて，上肢の重量を測定した［4-1］，［4-2］．実験協力者の身長と腕の全長の関

係を図 4-2 に示す．同図より身長と腕の全長には正の相関関係があり，身長が高い実

験協力者ほど腕の全長が長くなる傾向が得られた．本章では，実験協力者を腕の全長

で 3 つのグループに分けて検討を行う．腕の全長が 0.70 m 未満の実験協力者をグル

ープⅠ，腕の全長が 0.75 m 以上の実験協力者をグループⅢ，それ以外の実験協力者を

グループⅡと定義する． 

まず，各体格グループの実験協力者がステアリングホイールを操作した際に，それ

ぞれの操作角における肩関節角度を計測した．各体格グループの傾向を把握するため

に，各体格グループの代表者の測定結果を図4-3に示した．グループ別に比較すると，

全てのグループにおいて，ステアリングホイール操作角の増加につれて，肩関節の角

度も増加する傾向が確認できた．また，腕の全長が長いグループほど肩関節角度が小

さくなることが分かった．これはステアリングホイールとシートの位置が固定されて

いる場合，腕の全長が長い運転者ほど小さな肩関節角度でステアリングホイールを操

作できることを示す．同図よりステアリングホイールの切れ角が 45 deg.までは肩関

節の角度が線形に増加することが確認でき，45 deg.を過ぎると緩やかに増加すること

が分かる． 

この結果を用いて，ステアリングホイールに発生する反力が一定の場合の肩関節に

発生するモーメントを算出し，ステアリングホイール操作時の負担を評価する．各体

格グループにおいて平均的なパラメータの実験協力者がステアリングホイールを操

作した際の各操作角における肩関節モーメントを図 4-4 に示す．同図より，3 つのグ

ループのモーメントが同じ傾向を示し，ステアリングホイールの操作角が増加するに
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従って，肩関節回りのモーメントが増加した．また，いずれのステアリングホイール

操作角において，腕の全長の長いグループⅢの肩関節モーメントが他の体格の実験協

力者と比較して最も大きくなった．この結果から，腕の全長が長い運転者ほど肩関節

の負担が増加することが分かった． 

 

 筋電位測定による体格が操舵操作の負担に与える影響の検討 

各体格グループの実験協力者のステアリングホイール操作時の表面筋電位を計測

し，定量的に評価を行う．実験条件は，停車した実験車両において実験協力者にステ

アリングホイール操作をさせ，その際の実験協力者の送り手側の三角筋前部の表面筋

電位を計測する．実験協力者に 9 時 15 分の位置でステアリングホイールを握るよう

教示し，ステアリングホイールを持ち替えることなく 0 deg.から 90 deg.まで操作する

よう教示した．実験は時計回り，反時計回りでそれぞれ行い，ステアリングホイール

の操作速度は 45 deg./s とした．送り手側の三角筋前部の表面筋電位は前章で述べた

方法で測定し，%MVC を算出して負担を評価した．各体格グループにおける実験協

力者の%MVC の平均値を図 4-5 に示す．同図より腕の全長が最も長いグループⅢ

の%MVC が最も高くなり，腕の全長が長い運転者ほどステアリングホイール操作時

に活発に活動する三角筋前部の負担が大きいことが得られた． 
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表 4-1 実験協力者の身体パラメータ［1-69］ 

Participant 
Body 

height [m] 

Body weight 

[kgf] 

Arm length 

b [m] 

Upper arm 

length a [m] 

Forearm 

length b-a [m] 

Arm  

weight [kgf] 

A 1.65 59.7 0.66 0.24 0.42 3.4 

B 1.71 65.4 0.67 0.24 0.43 3.6 

C 1.66 57.3 0.65 0.23 0.42 3.5 

D 1.71 64.0 0.66 0.20 0.46 3.4 

E 1.72 79.8 0.70 0.25 0.45 4.7 

F 1.69 58.0 0.71 0.27 0.44 3.0 

G 1.75 65.4 0.73 0.28 0.45 3.9 

H 1.71 56.3 0.70 0.26 0.44 3.1 

I 1.71 68.5 0.72 0.28 0.44 3.6 

J 1.73 48.1 0.70 0.26 0.44 2.7 

K 1.77 63.5 0.72 0.27 0.45 3.8 

L 1.78 67.0 0.75 0.28 0.47 3.9 

M 1.81 75.2 0.77 0.29 0.48 4.0 

N 1.73 74.0 0.75 0.29 0.46 4.4 

O 1.77 65.8 0.77 0.32 0.45 4.2 
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図 4-2  実験協力者の身長と腕の全長の関係［1-69］ 
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図 4-3 各体格グループにおける操作角度 φ と肩関節角度 θ の関係［1-69］ 
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図 4-4 操作角度 φ と肩関節モーメント M1の関係［1-69］ 
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(a) ステアリングホイールを時計回りに操作した場合 

（左腕が送り手となる場合） 

 

 

(b) ステアリングホイールを反時計回りに操作した場合 

（右腕が送り手となる場合） 

図 4-5  各体格グループにおけるステアリングホイール操作時の%MVC の平均値

［1-69］ 
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4.3 操作角フィードバックによる負担低減［1-69］ 

 操作角フィードバックが負担に与える影響に関する力学的検討 

これまでの検討により，腕の全長が長い運転者が超小型モビリティを運転する際に，

腕の全長が短い運転者よりも，同じステアリングホイール操作における肩関節にかか

るモーメントが大きいことが得られた．特にステアリングホイール操作角が大きい姿

勢において，肩関節にかかるモーメントが大きいことが得られた． 

そこで，前章で提案したステアリングホイールの操作角をステアリングホイールで

発生する反力にフィードバックする制御を行った際に，ステアリングホイール操作の

負担に与える影響について，力学モデルを用いた検討と表面筋電位を用いた検討から

考察する． 

まず前章で述べた力学モデルを用いて，操作角のフィードバックを行った際の肩関

節回りのモーメントを算出する．適用する操作角フィードバックの反力変化のパター

ンは図 3-12 に示す通りステアリングホイールの操作角に応じてステアリングホイー

ルに発生する反力トルクを一定，増加と減少の 3 種類のパターンで解析を行った．各

反力パターンにおける操作角と各体格グループの肩関節に発生するモーメントの関

係を図 4-6 に示す．同図より，反力一定のパターンと反力増加のパターンでは，ステ

アリングホイール操作角が増加すると肩関節モーメントが増加し，反力減少のパター

ンでは肩関節モーメントが減少することが分かった．またどの反力パターンを適用し

た場合でも，腕の全長が最も長いグループⅢの実験協力者の肩関節回りのモーメント

が大きく，肩関節に掛かる負担が大きいことがわかった． 

 

 筋電位測定による操作角フィードバックがステアリングホイール

操作の負担に与える影響に関する検討 

各体格グループの実験協力者のステアリングホイール操作時の表面筋電位を計測

し，定量的に評価を行う．実験条件は前節と同様に，停車した実験車両において実験

協力者にステアリングホイール操作をさせ，その際の実験協力者の送り手側の三角筋

前部の表面筋電位を計測する．このとき図 3-12 に示す通りステアリングホイールの

操作角に応じて反力モータが発生するトルクを一定，増加と減少の 3 種類のパターン
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に設定して実験を行った．実験協力者に 9 時 15 分の位置でステアリングホイールを

握るよう教示し，ステアリングホイールを持ち替えることなく 0 deg.から 90 deg.まで

操作するよう教示した．実験は時計回り，反時計回りでそれぞれ行い，ステアリング

ホイールの操作速度は 45 deg./s とした．送り手側の三角筋前部の表面筋電位は前章

で述べた方法で測定し，%MVC を算出して負担を評価した． 

全実験協力者の各反力パターンにおける反時計回りの%MVC を体格のグループご

とに図 4-7 に示す．いずれの体格に属する実験協力者においても反力パターンが一定

の場合に%MVC が高く，減少のパターンで最も%MVC が低い結果を示した．さらに

各体格グループに属する実験協力者のそれぞれの反力パターンにおける%MVC の平

均値を図 4-8 に示す．時計回り，反時計回りどちらの結果においても同様の傾向を示

すことが確認できる．この結果から，超小型モビリティのようなステアリングホイー

ルとシート位置の位置関係が限定されている条件においてステアリングホイールを

操作する際に，どのような反力変化パターンにおいても，腕の長い運転者ほど，操作

時の負担が大きいことが分かった．また腕の全長が最も短いグループⅠの反力が一定

の場合における%MVC よりも，腕の全長が最も長いグループⅢの反力を減少させた

場合の%MVC が小さくなった．このことから，超小型モビリティに乗車した際に適

切な運転姿勢がとれない体格の大きい運転者であっても，ステアリングホイールに発

生させる反力を調整することで，負担の少なくなる体格が小さい人が反力一定で操作

した場合よりも負担の低い運転環境を構築できると考えられる． 
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(a)  反力一定パターン 

 

(b)  反力増加パターン 

 

(c)  反力減少パターン 

図 4-6  各反力パターンにおける操作角 φ と各体格グループの 

肩関節に発生するモーメント M1の関係［1-69］  
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(a)  グループⅠ 

 

 

(b)  グループⅡ 

 

 

(c)  グループⅢ 

図 4-7 実験協力者の送り手の筋電位計測結果  
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(a)  ステアリングホイールを時計回りに操作した場合 

（左腕が送り手となる場合） 

 

 

(b)  ステアリングホイールを反時計回りに操作した場合 

（右腕が送り手となる場合） 

 

図 4-8 各反力パターンにおける%MVC の平均値［1-69］ 
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4.4 まとめ 

第 4 章は運転姿勢変化による筋負担変化について検討を行った．超小型モビリティ

はシートの調整量が少ないことから，運転者が利用時に適切な運転姿勢が取れない課

題がある．実験協力者を身長と腕の全長からグループ分けを行い，各体格グループの

操舵時の筋負担について力学モデルから算出した．その結果，超小型モビリティの限

られている車室空間で操舵動作を行う際に，体格差が起因でステアリングホイール操

作時の負担への影響を明らかにした． 

また，前章のステアリングホイールの操作角をフィードバックしてステアリングホ

イールの反力を制御するシステムを用い，実験協力者のステアリングホイール操作時

の負担の評価を行った，その結果，超小型モビリティを利用時に適切な運転姿勢がと

れない課題に対し，操舵反力を動的に変化させることで，操舵時の負担を低減させる

ことの可能性を示した．



 

 

 

 

 

 

 

  

 

結論 
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本研究では 1 人から 2 人乗りの超小型モビリティに着目し，この車両に搭載可能な

ステアバイワイヤシステムについて研究を行った．まず超小型モビリティに機械的結

合を持たないステアバイワイヤシステムを構築した．また運転時の操作に関する負担

について定量的に評価し，構築したステアバイワイヤシステムによる負担低減につい

て研究を行った． 

以下に各章において得られた研究結果について述べる． 

第 1 章では本論文にて行った研究の背景となる超小型モビリティの普及とその操

舵を補助するシステムの現状について明らかにした．さらに，本研究にて用いたステ

アバイワイヤシステムの概要について説明するとともに，本研究の概要と社会的意義

を明らかにした． 

第 2 章では，ロータリーエンコーダによりステアリング角度を検知し，DSP に入力

し，ステアリングモータを駆動することで機械的な連結のない操舵システムを構築し

た．また，ステアリングホイールに設置した反力モータをステアリング角度に応じて

駆動することで，ステアリングホイールで反力を発生させることができた． 

上記のシステムで，超小型モビリティのステアリングシステムの簡略化およびシー

トポジションの調整量が少ないという超小型モビリティの操作性に関する課題に対

し，機械的な連結がなく，操舵角とタイヤの切れ角の仮想ギア比を無段階で調整でき，

操舵反力を自在に設定することができるステアバイワイヤを構築できた． 

第 3 章では，ステアリングホイールを操作した際の腕部筋活動について検討を行っ

た．操舵操作を行う際の上肢部の負担を定量的に評価するために，非侵襲式で上肢の

表面筋電位を測定し，ステアリングホイールを操作する際に最も活発となる筋肉を特

定できた．また，アンケートを用いて実験協力者の操作時の負担の主観評価実験を行

い，ステアリングホイールの操作量と負担感の関係性を明らかにした．さらに，ステ

アリングホイール操作中の実験協力者の筋肉の表面筋電位を計測し，主観評価の結果

と比較し，両者が同じ傾向になっていることから表面筋電位測定による上肢負担評価

の有用性を示すことができた． 

またステアリングホイールの操作角に応じてステアリングホイールの反力を変化

させるフィードバックシステムを構築した．本システムを用いて，連続してステアリ

ングホイールを操作したときの筋電位を計測し，本システムを使用した際の操舵負担

低減の可能性を確認できた．また力学的観点からステアリングホイール操作時の負担

を算出し，測定した筋電位の測定結果と同様の傾向であることが確認できた． 
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第 4 章では運転姿勢変化による筋負担変化について検討を行った．超小型モビリテ

ィはシートの調整量が少ないことから，運転者が利用時に適切な運転姿勢が取れない

課題がある．実験協力者を身長と腕の全長でグループ分けを行い，各体格グループの

操舵時の筋負担について力学モデルから算出した．その結果，超小型モビリティの限

られている車室空間で操舵動作を行う際に，体格差が起因でステアリングホイール操

作時の負担への影響を明らかにした． 

また，前章のステアリングホイールの操作角をフィードバックしてステアリングホ

イールの反力を制御するシステムを用い，実験協力者のステアリングホイール操作時

の負担の評価を行った，その結果，超小型モビリティを利用時に適切な運転姿勢がと

れない課題に対し，操舵反力を動的に変化させることで，操舵時の負担を低減させる

ことの可能性を示した． 

上記の知見から今後の展望としては，操作負担に加え，運転者一人ひとりの好みや

操作感覚に応じて，ステアリングシステムの制御手法を調整できるシステムを構築す

ることができると考えられる．さらに生体情報を測定することで，運転者の意思を読

み取り，身体の不自由な人でも，ステアリングホイールを直接に操作せずに，自動車

の操作ができ，運転を楽しめるシステムの構築が期待できる． 
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